




は じ め に 

本県の結核対策の推進につきまして、日頃から、関係機関、関係団体の皆様方の御

理解と御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

我が国における結核の状況ですが、官民一体の取組みが功を奏し、罹患率及び患者

数ともに減少しており、平成 28 年の新登録結核患者数は、17,625 人、人口 10 万対の

全結核罹患率も 13.9 と過去最低を更新していますが、いまだ低まん延国の水準には至

っておらず、結核が我が国の主要な感染症であることに変わりはありません。 

本県の状況ですが、平成 28 年は、720 人の新登録結核患者が報告されました。人口

10 万対の全結核罹患率は 14.1 となり昨年の罹患率 15.1 を下回りましたが、全国の全

結核罹患率 13.9 を上回っており、引き続き、適切かつ的確な結核対策が求められてい

るところです。 

患者の高齢化に伴う複雑な合併症を持つ結核患者への医療の提供、多剤耐性結核の

発生、若年層の新登録結核患者における外国出生者の増加など、結核を取り巻く状況

は多様化しており、国は、平成 28 年 11 月 25 日に「結核に関する特定感染症予防指針」

を改正し、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される 2020 年までに、

人口 10 万対の全結核罹患率 10.0 以下の低まん延国となることを目指しています。 

このような中、本県におきましては、引き続き保健所が中心となり、県内 60 の市町

村、医療機関や高齢者施設などの関係機関と相互に連携し、患者が発生した場合の疫

学調査、接触者に対する健診、治療完遂のための DOTS（直接服薬確認療法）を推進す

るなど、地域の実情に応じたきめ細やかな結核対策に引き続き取り組んでまいります。 

本資料は、本県の結核の現状について、県民、関係者の皆様に広く知っていただく

とともに、福岡県結核予防計画等に基づく市町村、関係機関等における今後の取組、

対策の推進に資するよう、2016 年（平成 28 年）の結核の発生状況及び保健所等にお

ける対策の取組状況等を取りまとめたものです。 

本資料が皆様の結核対策の取組に御活用いただければ幸いです。 

平成３０年３月 

福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課長  福 田 邦 裕 
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平成28年の結核発生状況の概要（福岡県）

〇新登録結核患者数（１年間で新たに結核と診断された者の数）   ：  ７２０人 

（前年（773 人）に比べ 53 人、6.9％減少） 

〇全結核罹患率（人口１０万対）               ：  １４．１ 

（前年（15.1）に比べ 1.0 減少） 

〇新登録結核患者のうち６５歳以上の割合                ： ７２．２％ 

（前年（70.0％）に比べ 2.2 ポイント増加） 

〇新登録肺結核患者のうち再治療を受けている者の割合 ：  ４．４％ 

（前年（8.7％）に比べ 4.3 ポイント減少） 

○結核有病者数（年末時に活動性結核として登録されている者の数）   ：５３２人 

（前年（551 人）に比べ 19 人、3.4％減少）

〇結核有病率（人口１０万対）      ：  １０．４ 

（前年（10.8）に比べ、0.4 減少） 

〇結核による死亡者数                ：   ６６人 

（前年（80 人）に比べ 14 人、17.5％減少） 

○結核死亡率（人口１０万対）           ：   １．３ 

（前年（1.6）に比べ、0.3 減少） 

〇生後１２カ月までの予防接種（ＢＣＧ接種）受診率 ：９９．９％ 

（前年（103.1％）に比べ 3.2 ポイント減少） 

〇接触者健診（結核患者に接触し感染した疑いのある者に対する健診）の受診率   ：９４．９％ 

（前年（94.9％）と同数） 

〇新登録肺結核有症状者の発病から初診までの期間が２カ月以上の割合(受診の遅れ)   ：１７．６％ 

（前年（20.9％）に比べ 3.3 ポイント減少） 

〇新登録肺結核有症状者の初診から診断までの期間が１カ月以上の割合（診断の遅れ）   ：２６．４％ 

 （前年（22.6％）に比べ 3.8 ポイント増加） 

〇前年登録喀痰塗抹陽性肺結核初回治療コホート中治療失敗・脱落中断割合 ：  ７．５％ 

（前年（5.0％）に比べ 2.5 ポイント増加） 

〇結核集団感染事例                          ： ２件 

（前年（0件）に比べ 2件増加） 
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第１　結核の基礎知識

結核ってどんな病気？

● 結核菌によって主に肺に炎症を起こす病気です。

● 過去の病気ではありません。

現在でも、毎年約17,000人が新たに結核と診断されています。

基礎知識その① 

結核は、長い間、日本人の死亡原因の第 1位であり、その高い死亡率や感染力のため「国

民病」「亡国病」と恐れられていました。しかし、抗結核薬やＢＣＧワクチンの普及、生活

水準の向上などにより結核による死亡者数や死亡率は激減しました。 

しかし、現在でも、毎年約 17,000 人が新たに結核と診断され、約 2,000 人が結核で亡く

なっています。 

結核はどう感染するの？

● 咳やくしゃみで「飛沫核感染（空気感染）」する病気です。

基礎知識その② 

結核を発症した患者が、病状が進み体内で増殖した結核菌を体の外に排菌するようにな

ると、患者の咳やくしゃみとともに結核菌が空気中に飛び散り、それを周りの人が直接吸

い込むことによって感染します。（これを「飛沫核感染（空気感染）」と言います。） 

ただし、結核に感染したからといって、必ず発症するわけではありません。大半は感染

しても発症しないか、免疫力によって結核菌は死滅します。 

結核の初期症状は、風邪とよく似ています。「咳や痰が 2週間以上続く」などの症状が出

た場合には、結核も疑って医療機関を受診しましょう。 

また、人にうつさない為に、咳や痰が出る時はマスクをすることを心がけましょう。 

結核の治療は？

● 結核は早期発見、早期治療によって治すことができる病気になっています。

基礎知識その③ 

結核の治療は服薬を中心とし、症状にもよりますが、約 6 カ月間程度薬を飲んで治しま

す。 

 しかし患者の都合で服薬を止めたりするなど、不規則な服薬を続けると、結核菌が薬に

耐性を持つことがあり有効なはずの薬がほとんど効かない多剤耐性菌になってしまうこと

もあります。 

治療を確実に行うために、医療従事者や家族等が患者の服薬を確認し、支援する方式が

強化されています。（これを「直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）」といいます。） 

なお、結核の治療を受けている場合は、医療費の公費負担制度が設けられています。 
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結核の予防は？

● 普段から健康的な生活を心がけ免疫力を高める生活を心がけましょう。

● 乳児は、ＢＣＧの予防接種を受けましょう。

基礎知識その④ 

 結核は、生活習慣の乱れや他の病気などのために免疫力が低下すると、発病しやすくな

ると言われています。このため、普段から「睡眠を十分にとる」「適度に運動する」「バラ

ンスのとれた食事をする」などの健康的な生活を心がけましょう。

また、乳児は抵抗力が弱く、結核に感染すると重症化しやすいため、ＢＣＧの予防接種

を受けましょう。

○公益財団法人結核予防会 結核研究所  ホームページ http://www.jata.or.jp/

 ＊結核に関する知識・情報が掲載されています。 

○公益財団法人結核予防会　外国人結核相談窓口

 ℡：03-3292-1218・1219（毎週火曜日 10：00～12：00、13：00～15：00） 

 ＊結核で困っている外国人の方がいたらご紹介ください。 

○保健所

 福岡県の各保健福祉（環境）事務所（北九州市：北九州市保健所、福岡市：各区保健

福祉センター、大牟田市：大牟田市保健所、久留米市：久留米市保健所）では、結核に

関する相談・患者の服薬支援等を行っています。 

もっと結核について知りたい方は・・・・・・
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第２ 福岡県の結核対策の概要

本県では、「福岡県結核予防計画」に基づき、平成 28 年までに「全結核罹患率（人

口 10 万対）を 15 以下」、「肺結核患者のうち再治療を受けている者の割合を 7％以下」

にすることなどを目標に、結核の予防、患者の支援及び適正医療の確保等の結核対策を

総合的に推進してきました。 

福岡県では、結核対策を推進するため、結核対策における行政機関、県民、医療関係

者、民間団体等が果たすべき役割や施策の方向性を示すものとして、平成 24 年 10 月に

「福岡県結核予防計画」を策定しました。 

図１ 結核対策における目標と主要施策

現状
（平成28年）

全結核罹患率（人口10万対） 15以下 14.1%

肺結核患者のうち再治療を受けている者の割合 7％以下 4.4%

全結核患者及び潜在性結核感染症患者※1）に対する
ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）実施率

96.0%95％以上

喀痰塗抹陽性肺結核※2）初回治療の失敗・脱落割合 5％以下 7.5%

潜在性結核感染症患者※1）のうち治療を完了した者の割合 87.3%85％以上

 ※１）結核を発病していないが結核に感染しており、治療を受けている者

 ※２）喀出した痰の中から、結核菌が検出された肺結核患者（周囲に感染させるおそれのある患者）

◆ 結核予防計画目標値と現状の比較
平成28まで

の目標

表１ 結核予防計画で定める目標値 
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第３ 結核患者の発生状況

１ 新登録結核患者数と全結核罹患率

（１）全国及び県の新登録結核患者数と全結核罹患率

・ 平成28年の新登録結核患者数は、全国で17,625人、本県では720人となっています。

本県の全結核罹患率（人口10万対）は14.1であり、全国平均の13.9を上回っていま

す。 

・ 全結核罹患率を都道府県別にみると、本県は、低い順から数えて35位です。（低い

22.0） 

・ 年次推移をみると、本県の全結核罹患率は、全国と同様、減少傾向にあります。 

注）新登録結核患者数：1年間に新たに結核と診断され、医師から保健所に届けられた者

のうち潜在性結核感染症を除いた患者数

注）全結核罹患率（人口 10 万対）＝年間新登録結核患者数÷総人口×10 万 

順に1位：山形県7.2、47位：大阪府

表２　新登録結核患者数及び全結核・活動性分類別罹患率（人口10万対）の年次推移　

全 国

福岡県
19.8 19.4 19.0 18.2 17.7 16.7

16.1 15.4

14.4 13.9

20.3 21.0
19.6 19.2 18.5

16.7

16.0 15.2

15.1
14.1

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

図２ 全結核罹患率（人口10万対）の年次推移
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（２）県内の保健所等管轄地域別全結核罹患率 -県内の地域差-

・ 県保健福祉（環境）事務所が管轄する 9 地域と北九州市、福岡市、大牟田市及び久

留米市の保健所が管轄する各地域の計 13 地域の全結核罹患率を比較すると、上位地

域と下位地域では最大で約 1.8 倍の差がみられます。 

表３ 全結核罹患率（人口 10 万対） 

図３ 全結核罹患率（人口10万対）− 保健所等管轄地域別 （平成28年）

     （平成 28 年）

下位３保健所 上位３保健所 

宗像・遠賀保健福祉環境事務所 （10.6） 田 川 保 健 福 祉 事 務 所 （19.3） 

糸 島 保 健 福 祉 事 務 所 北 九 州 市 （18.1）（11.4）

粕 屋 保 健 福 祉 事 務 所 大 牟 田 市 （17.2） （11.9）

２　新登録結核患者の年齢構成

・ 本県の平成 28 年新登録結核患者の年齢構成は、60 歳以上が 75.8％を占め、全国平

均の 71.6％と比較し 4.2 ポイント多い状況です。 

・ また、年次推移をみると、70 歳以上の患者が占める割合が増加傾向にあります。 

図４ 新登録結核患者年齢階級別構成比の年次推移
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表４　新登録結核患者年齢階級別構成比の年次推移

３　新登録結核患者における登録時の罹患臓器及び菌所見

・ 結核には大きく分けて、「肺結核」と「肺外結核」（結核性胸膜炎、脊椎カリエスな

ど）があり、本県では、平成 28 年新登録結核患者のうち、肺結核が 72.4％を占めて

います。

・ また、新登録結核患者のうち、他の人に感染させる恐れがある「肺結核活動性・喀

痰塗抹陽性」の肺結核患者が 33.6%を占めており、結核のまん延防止のため、結核患

者の早期受診や早期の診断などの取組みが必要となっています。 

図５ 新登録結核患者の罹患臓器及び菌所見の内訳 （平成２８年）
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４　新登録肺結核患者のうち再治療を受けている者の割合

・ 「新登録肺結核患者のうち、再治療を受けている者の割合」は、結核治療がきちん

と行われているかを示す指標です。不完全な治療は、治療が困難な多剤耐性結核の

発生にもつながります。 

・ 本県の平成 28 年新登録肺結核患者のうち再治療割合は 4.4％であり、全国の 5.4%を

1.0 ポイント下回っています。 

５ 新登録結核患者のうち外国出生者の割合  

・ 本県の平成28年新登録結核患者のうち、外国出生者の割合は8.2％でした。 

・ 全国的には、新登録結核患者に占める外国出生者の割合は増加しており、特に 20 代
※

予

において顕著です。今後は、地域の実情に応じ、結核の高まん延国出身者 に対する

防啓発を行うことや、これらの者が結核を発病した場合でも国内で治療が完了でき

るよう、細やかな支援が求められています。 

※ 結核高まん延国出身者 WHO Global tuberculosis control 2015 より  

世界保健機関が定義する高負担国などの結核がまん延している国の出身者又はその国に居住
歴のある者等（世界保健機関が指定している結核高負担国：アンゴラ、バングラデシュ、ブラ
ジル、中国、朝鮮民主主義人民共和国、コンゴ民主共和国、エチオピア、インド、インドネシ
ア、ケニア、モザンビーク、ミャンマー、ナイジェリア、パキスタン、フィリピン、ロシア、
南アフリカ、タイ、タンザニア、ベトナム、カンボジア、中央アフリカ共和国、コンゴ、レソ
ト、リベリア、ナンビア、パプアニューギニア、シエラレオネ、ザンビア、ジンバブエ）

5.0 5.2
5.6

6.4
7.6

4.1

6.4
5.8

5.3

8.2

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

図７ 新登録結核患者中 外国出生者割合の年次推移

全 国

福岡県

（％）

6.7

6.3 6.4

6.0

5.4

7.3

5.7
4.5

8.7

4.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

図６ 新登録肺結核患者中再治療割合の年次推移

全 国

福岡県

（％）
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６ 結核有病者（年末時活動性結核患者）数と結核有病率  

（１）　全国及び県の結核有病者（年末時活動性結核患者）数と結核有病率 

（２）　県内の保健所等管轄地域別結核有病率　−県内の地域差−

・

・

・

・ 県保健福祉（環境）事務所が管轄する 9地域、北九州市、福岡市、大牟田市及び

久留米市の保健所が管轄する各地域の計13地域の結核有病率を比較すると、上位

地域と下位地域では最大で約 1.9 倍の差がみられます。  

表５　結核有病率（人口10万対）  　  　　　　　　　　　　　　　　    （平成28年末時） 

図９　結核有病率（人口10万対） （平成28年末時） 

注）

注）

結核有病者数：年末時に保健所に登録されている活動性結核患者数（潜在性結核感染症は含まれ

ない） 

結核有病率（人口 10 万対）＝年末時活動性結核患者数÷総人口×10 万 

平成 28 年末現在の結核有病者数は、全国で11,717 人、本県では 532 人となって

います。

本県の平成 28 年末の結核有病率（人口10万対）は 10.4 であり、全国平均の 9.2

と比較し 1.2 高くなっています。 

年次推移をみると、本県の結核有病率は、全国と同様、減少傾向にあります。

下位３保健所 上位３保健所 

宗像・遠賀保健福祉環境事務所 （ 7.2 ）

（ 7.4 ）

（ 8.2）

（13.6 ）

（13.1）

（12.9）

北　　　九　　　州　　　市 

粕 屋 保 健 福 祉 事 務 所

京 築 保 健 福 祉 環 境 事 務 所

久　　　留　　　米　　　市

大　　　牟　　　田　　　市

全　国

福岡県

16.2 15.7 14.8 14.0 13.5
11.7 11.0 10.6 9.9 9.2

17.7 18.2
16.2 16.2

15.0
12.3 12.1 11.6 10.8 10.4

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

図８ 結核有病率（人口10万対）の年次推移
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７ 結核による死亡者数及び死亡率

・ 平成 28 年の結核による死亡者数は、全国で 1,889 人、本県では 66 人でした。 

・ 本県における平成 28 年の結核死亡率（人口 10 万対）は 1.3 であり、全国平均の 1.5

と比較し 0.2 低い状況です。 

・ 近年では、結核患者のうち、死亡率の高い高齢者の占める割合が増加していること

から、結核死亡率の減少率は鈍化してきています。 

・ また、このことから、高齢者結核の早期発見・早期治療や合併症を有する結核患者

化に 体制の整備が求め

注）結核死亡率（人口 10 万対）＝結核による年間死亡者数÷日本人人口×10 万 

への適切な治療など、患者の年齢構造の変 対応した医療提供

られています。 

図10　結核死亡者数及び死亡率（人口10万対）の年次推移 
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第４　結核に対する各施策等の実施状況

１　原因の究明及び発生動向調査の体制

・

・

本県の、結核の発生状況等については、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（以下「感染症法」という。）に基づく医師からの届出や、病院から

の入退院報告、医療費公費負担申請等によって把握しています。 

県では、「福岡県結核・感染症発生動向調査委員会」において、結核の発生状況等の

分析を行うとともに、その情報を「福岡県感染症情報」※等のホームページで公表し

ています。 

・ 結核患者の管理に関する指標のうち、本県における平成 28 年「新登録肺結核患者中

培養検査結果把握割合」は 87.9％で、全国平均を下回っており、「新登録肺結核培養

陽性中薬剤感受性検査結果把握割合」は 83.4％で、全国平均を上回っています。 

※ 福岡県感染症情報ホームページ 

http://www.fihes.pref.fukuoka.jp/~idsc_fukuoka/
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図１１ 新登録肺結核中培養検査結果把握割合の年次推移
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図１２ 新登録肺結核培養陽性中薬剤感受性検査結果把握割合の年次推移（％）
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・ 保健所における結核患者の管理に関する指標のうち、本県における平成 28 年「年末
総登録中病状不明割合」は 13.9％であり、全国平均の 20.2％を 6.3 ポイント下回っ
ていますが、今後も患者の治療完遂に向け、医療機関と連携し、確実な情報の把握
に努める必要があります。 

２ 発生の予防及びまん延防止

（１）感染症法第 53 条の 2の規定に基づく定期の健康診断 

・ 結核患者の早期発見のため、感染症法に基づき、以下の機関では、定期の健康診断
を実施することが義務づけられています。（実施後は保健所へ結果を報告すること
となっています。） 

表６ 定期の健康診断の実施者及び対象者 

（２）予防接種法第 5条第 1項の規定に基づく予防接種（ＢＣＧ接種）

・ BCG接種は、結核の発病予防、特に結核性髄膜炎や粟粒結核等の小児の重篤な結核の
発病予防に効果が高いとされています。 

・ 平成 28 年度の本県のＢＣＧ接種率は 99.9％であり、「結核に関する特定感染症予防
指針」で示されたＢＣＧ接種率の目標値である 95％を上回りました。 

−  12 −
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（３

・ 

結核の感染又は発病を調べるための健康診断（以下「接触

者健診」という。）を実施しています。 

15 人が結

核患者と診断されました。 

・ 

）感染症法第 17 条に基づく接触者の健康診断（接触者健診）

結核患者発生後、保健所は患者等への積極的疫学調査を行い、結核に感染している

疑いのある者に対して、

・ 本県は、平成 28 年度に 5,816 人に対して接触者健診を実施し、そのうち

今後も本県では、患者や接触者への充分な説明と適切な調査のもと、感染している

疑いのある者に対し、的確に接触者健診を実施していきます。 

※　平成 25 年度より定期接種の対象者が「原則 6月未満」から「生後 1 歳に至るまでの間にある者」に拡大した。 

※　医師による直接の医療行為は必要としないが、定期的に医師の経過観察指導を必要とする者

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
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図１４ 予防接種法に基づくＢＣＧ接種率の年次推移
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図１５ 接触者健診受診率の年次推移

94.9

表７　接触者健診実施状況 （平成28年度）

対 象 種 別

対象者

延べ人数

受診者数（人），受診率（％） 発見者数（人），発見率（％）

保健所 医療機関

その他

受診者計 受診率（％）結核患者 発見率
発病のおそ
れがあると
診断された
者（※）の数

(D)

発見率 発見率潜在性

結核感染症

(A) 実施分 委託分 (B) (B)/(A) (C) (C)/(B) (D)/(B) (Ｅ) (E)/(B)

家　　　族 1,121 869 117 98 1,084 96.7% 9 0.8 10 0.9 29 2.7

そ　の　他 4,695 3,416 103 917 4,436 94.5% 6 0.1 45 1.0 60 1.4

県 内 総 数 5,816 4,285 220 1,015 5,520 94.9% 15 0.3 55 1.0 89 1.6
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（４）感染症法第 53 条の 13 に基づく精密検査 ―管理検診等―
・ 保健所では主に治療を終了した結核患者などを対象に、一定期間、管理検診等によ

り病状を把握し、結核の再発防止に取り組んでいます。 

・ 平成 28 年度の結核患者に対する精密検査では、3,272 人に対して管理検診等により

病状把握を行い、その結果、医療が必要と判断された者はいませんでした。 

※保健所が患者の通院先の病院に対して行う「定期病状調査」等で把握したものを計上 

３　結核患者への医療の提供

（１）発見方法

・ 

「他疾患入院中」（16.5％）

・ に対し、結核発病を念頭において診療す

ることが求められています。 

本県における平成 28 年新登録結核患者の発見方法でもっとも多かったのは「医療機

関受診」で、その割合は全体の 84.4％を占めています（

及び「他疾患通院中」（9.2％）を含む）。 

このことから、高齢者を含むハイリスク者

図１６　平成２８年の新登録結核患者の発見方法別内訳

−  14 −

（平成28年度）

受診者計
そ の 他

※ 受 診 率 要医療者数 割　合
（％）（人）

(A) (B) (B)/(A) (C) (C)/(B)

県 内 総 数 3,272 450 502 2,000 2,952 90.2％ 0 0.0

対 象 者

延べ人数

受診者数（人），受診率（％） 検診結果

表８　結核患者に対する精密検査（管理検診等）の実施状況

保 健 所 医療機関

実 施 分 委 託 分
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（４）医療の提供体制 

【結核患者収容モデル事業】 

・ 　結核患者に適切な医療を提供するため、感染症法に基づき下記の医療機関を指定し

　ています。

① 結核指定医療機関 

・ 結核指定医療機関は、感染症法に基づく結核患者の医療を行う医療機関（病院、

　　診療所及び薬局）です。 

② 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関

・ 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関は、結核のまん延を防止する為に、

　　感染症法に基づき入院勧告を受けた患者が、入院治療を行う医療機関です。 

表９　結核病床を有する指定医療機関 （平成３０年３月３１日現在）

結核

病床数

北九州 北九州市立門司病院 55 55

医療法人西福岡病院 58

医療法人社団廣徳会
岡部病院

18

独立行政法人国立病院機構
福岡東医療センター

38

筑後
独立行政法人国立病院機構
大牟田病院

20 20

筑豊
独立行政法人地域医療推進機構
福岡ゆたか中央病院

直方市大字感田523-5 30 30

福岡

県内
病床数

地区 医療機関の名称 所在地
地域の
病床数

219

北九州市門司区南本町3-1

大牟田市大字橘1044-1

古賀市千鳥１-1-1

糟屋郡宇美町明神坂1-2-1 114

福岡市西区生の松原3-18-8

・ 　結核患者の入院治療は、医療法では結核病床において行うこととされていますが、

高度な合併症を有する結核患者や入院を要する精神障がい者である結核患者に対し

より適切な医療を提供するため、一般病床又は精神病床でそれらの患者を収容し治

療することができるよう国がモデル的に実施している事業です。

　この事業を実施する医療機関は、感染症法による入院勧告・措置に対応する医療

機関として結核患者の収容を行うことができます。

結核の治療が必要な者のうち､次の条件の一つ以上に該当する者
 ① 合併症が重症あるいは専門的高度的医療又は特殊医療を必要とする場
 ② 合併症が結核の進展を促進しやすい病状にある場合
 ③ 入院を要する精神障害者である場合

合

表１０　結核患者収容モデル事業を実施する医療機関 （平成３０年３月３１日現在）

地区 病院名

福岡
県立精神医療センター
太宰府病院

筑後 船小屋病院

所在地
モデル病床の種別

及び病床数

太宰府市五条3-8-1 精神科病床　10床

みやま市瀬高町長田1604 精神科病床　 4床
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（５）感染症法に基づく入院勧告患者の状況 

・ 本県における結核における入院勧告患者数は 400 人前後で推移していましたが、平成

　28 年度は 338 人と大幅に減少しています。

（６）結核患者の医療費公費負担状況

・ 

・ 

　①

　②

・

結核患者の医療負担を軽減し、安心して適正な医療が受けられるように、結核医療

費公費負担制度があります。 

結核医療費公費負担制度は、次の２種類があります。保健所がこの制度の相談・申

請窓口となっています。 

　入院勧告・入院措置患者に対する公費負担 （感染症法第 37 条）

　①以外の結核患者に対する公費負担（感染症法第 37 条の 2）

近年の本県における結核患者の医療費公費負担状況（件数及び負担額）は、件数は

減少傾向で、負担額は平成 27 年度までは上昇傾向でしたが、平成 28 年度は減少に

転じています。   

表１１　入院勧告患者数の年次推移

年

県内 380 399 413 338

度 平 成 24 年度 平 成 25 年 度 平成 26 年 度 平成 27 年 度 平成 28 年度

総数 404

表１２　結核患者の医療費公費負担状況の年次推移　

図２０ 平成２８年度の結核医療費
公費負担支給件数の内訳

図２１ 平成２８年度の結核医療費
公費負担支額の内訳

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

件数負担額（千円）

図１９ 結核患者の医療費公費負担状況の年次推移

負担額

件　数
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（７）治療の実施状況 

ア 新登録全結核 80 歳未満中ＰＺＡを含む 4剤治療割合

・ 本県における平成 28 年の 80 歳未満の新登録全結核患者のうち、登録時に

ＰＺＡを含む 4 剤の標準化学療法を受けた者の割合は 79.5％であり、全国平均の

82.3％と比較し 2.8 ポイント低くなっています。今後も標準化学療法の普及に努

めていくことが大切です。  

イ 前年登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の初回治療失敗・脱落中断割合 

・ 本県の平成 28 年「前年登録喀痰塗抹陽性肺結核初回治療コホート中治療失敗・脱

落中断割合」は7.5％であり、全国平均の4.3％と比較すると3.2 ポイント高くなっ

ています。 

（８）ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）の取組み 

・ 我が国では、平成 16 年度から患者の背景及び地域の実情に応じた服薬支援の取組みと

してＤＯＴＳが開始されました。本県においても、結核患者の治療完遂をめざし、保

健所及び医療機関等が連携しＤＯＴＳを行っています。 

図２２　新登録全結核80歳未満中PZAを含む4剤治療割合の年次推移

79.8
80.8 21.6 82.7 82.3

76.3 76.0 75.3
79.7 79.5

90.0

80.0

70.0

60.0

（％）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

全　国

福岡県

平成24年平成23年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

全　国

福岡県3.6
4.0

4.4 5.0
4.4

4.3

2.2
3.7

6.0
6.3

5.0

7.5

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
（％）

図２３ 前年登録喀痰塗抹陽性肺結核初回治療コホート中治療
　　　 失敗・脱落中断割合の年次推移
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 ア ＤＯＴＳ実施状況

　イ 潜在性結核感染症の治療を開始した者のうち、治療を完了した者の割合

・

・

・

平成 23 年 10 月、国のＤＯＴＳ実施要領が改訂となり、ＤＯＴＳの対象が従来の

喀痰塗抹陽性患者等から全結核患者及び潜在性結核感染症患者に拡大されました。

本県では、平成 28 年に、対象者（平成 27 年に新しく登録された全結核患者及び

潜在性結核感染症患者）1,051 人のうち 1,009 人に対し、当該事業に基づく服薬支

援を行いました。

平成 28 年の本県の全結核患者と潜在性結核感染症患者を合わせたＤＯＴＳの実 

施率は、96.0%であり、結核予防計画での事業目標値の 95％を上回っています。

引き続き、ＤＯＴＳによる服薬支援をおこなっていく必要があります。

表１３　ＤＯＴＳ実施状況 （平成28年）

注）潜在性結核感染症：明らかな臨床的症状を示しておらず結核を発病していないが、結核に
感染しており結核医療を必要とする者

・

・ 

潜在性結核感染症の治療は原則 6 カ月間の服薬治療であり、今後の結核発病を予

防する上で治療を完了することは大変重要です。

本県において、平成 28 年に潜在性結核感染症の治療を開始した者のうち、治療を

完了した者の割合は 87.3％であり、本県の結核予防計画での事業目標値の 85％を

上回っています。引き続き、ＤＯＴＳによる服薬支援をおこなっていく必要があ

ります。

表１４　潜在性結核感染症治療対象者の治療完了率 （平成28年）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

87.8 87.7 90.0 90.8 87.3
90.0

100.0
(%)

60.0

70.0

80.0

図２４ 潜在性結核感染症治療対象者の治療完了率の年次推移
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４ 施設内（院内）感染の防止対策について

・

・

・

・

平成28年は県内で2件の結核集団感染がありました。

そのほかにも、これまでの集団感染事例では、デインジャーグループ
※
である医療従

事者や教員・保育士等の患者発生があります。

平成 19 年から平成 28 年までの過去 10 年間における本県の結核集団感染事例の中

で、最も発生が多い場所は「病院等」（36.8%）であり、次いで「学校」(26.3%)の順

でした。 

今後も施設内（院内）感染対策のため、普段から生徒、患者、施設への入所者及び

職員等の健康管理等により結核が早期に発見されるよう努める必要があります。 

※ デインジャーグループ：結核を発病した場合に周囲の多くの人に感染させる恐れが高いグ 
ループを言い、学校や塾等の教職員、医師、保健関係者、接客業者などがこれに属します。 

表１５　結核集団感染発生件数の年次推移，発生場所別の割合（過去10年累積）

図２５　集団感染発生状況の年次推移

−  20 −



※

※

※

※

※

※ 

集団発生の場所が 1件で 2カ所以上の場合があり、発生場所の合計とは件数は一致しない 

「学校等」：塾も含む 

「病院等」：病院、診療所、（介護）老人保健施設等

「社会福祉施設」：生活保護施設、養護老人ホーム、身体障害者更生施設等

「事業所」：会社、職場等

「その他」：飲食店、遊技場、不明等   

表１６　新登録肺結核患者の登録時職業（福岡県） （平成28年）

8.7

26.3

16.7

36.8

7.1

0.0

34.7

15.8

25.4

15.8

12.9

5.3

全国

福岡県

図２６ 結核集団感染発生場所別割合（平成19年〜平成28年の累積数に基づく）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校 病院等 社会福祉施設 事業所 家族、友人 その他
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表１　新登録結核患者数及び全結核罹患率（人口10万対）の年次推移−保健所等管轄地域別 （平成28年）

図１　全結核罹患率（人口10万対）−保健所等管轄地域別    　　　　　　　     （平成28年） 

宗像・遠賀 北九州市

粕屋 嘉穂・鞍手

田川
京築

福岡市糸島

筑紫

北筑後

南筑後

久留米市

大牟田市

30以上
25～30
20～25
15～20
15未満
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図２ 新登録結核患者の年齢階級別構成比－保健所等管轄地域別（グラフ）　　 　 　  （平成 28年）

表２　新登録結核患者の年齢階級別構成比−保健所等管轄地域別 （平成 28年）
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（平成28年）

図３ 結核有病率（人口10万対）−保健所等管轄地域別    　　　　　　　　　       （平成28年） 

表３　結核有病者（年末時活動性結核患者）数及び結核有病率の年次推移−保健所等管轄地域別

北九州市

嘉穂・鞍手

宗像・遠賀

田川
糸島

筑紫

福岡市

北筑後

南筑後

粕屋
京築

久留米市

大牟田市

20以上
15～20
10～15
　5～10
　5未満
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潜在性結核感染症
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表４　市町村長が実施する定期の健康診断（65歳以上）の実施状況　－　市町村別 （平成28年度）



表５　予防接種法に基づくBCG接種の実施状況　－　市町村別 （平成28年度）
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潜在性
結　核
感染症

潜在性
結　核
感染症

結核患者

結核患者

対象者
延べ人数

対象者
延べ人数 発病のおそ

れがあると
診断された

　　者の数　　

発病のおそ
れがあると
診断された
　　者の数　　

表６－１　接触者健診実施状況（家族）－保健所等管轄地域別

表６－２　接触者健診実施状況（その他:家族以外）－保健所等管轄地域別
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表７　結核患者に対する精密検査（管理検診等）の実施状況−保健所等管轄地域別 （平成28年度）

表８　結核における入院勧告患者数の年次推移−勧告実施者別
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表９　結核患者の医療費公費負担状況の年次推移−負担者別

表１０　DOTS実施状況−保健所等管轄地域別 （平成28年）
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（平成28年）表１１　潜在性結核感染症治療対象者の治療完了率−保健所等管轄地域別

−  33 −



−  34 −



付
 
表

　
 
結

核
管

理
図

（
平

成
2
8
年

）
　

−  35 −





　⒂～24は治療に関する指標であるが，内容に応じ
て⒂～⒃，⒄～⒅，⒆～24の 3群に分けている。⒂
は新登録全結核80歳未満中登録時にPZAを含む 4
剤の標準化学療法を受けた者の割合であり，標準化
学療法の普及の程度をみる指標となりうる。⒃は前
年新登録肺結核患者で登録時入院であった者のうち
登録翌年末までに退院した者の退院までの期間の中
央値（ちょうど半数の者が退院した期間）である。
⒄～⒅は治療期間を示す指標値で，⒄は前年新登録
全結核患者で登録時入院または外来治療であった者
のうち登録翌年末までに治療完遂した者および治療
継続中の者の治療期間中央値である。⒅は年末現在
活動性結核患者のうち 2年以上治療している者の割
合であり長期治療をみる指標である。⒆～24はコホ
ート法による治療成績を示す指標であり，前年新登
録喀痰塗抹陽性肺結核初回治療者を対象としたもの
である。

　25～28は結核登録者情報システムにおける患者情
報管理に関連する指標である。25は肺結核有症状に
対する上記⑼の発見の遅れに関する指標値の計算で
発病から診断までの期間が把握されている割合であ
る。診断時期が特殊な状況下で不明な場合は便宜的
に登録時期を診断時期として計算を行うので，これ
が未把握ということは発病の時期が不明を指すこと
になる。26は新登録肺結核患者の登録時培養検査結

果把握の割合である。未把握には，検査中，検査未
実施，不明を含むが，圧倒的に検査中の者が多い。
27は新登録肺結核患者で登録時培養検査結果が陽性
であった者のうち薬剤感受性結果の把握割合である。
28は年末総登録者のうち病状不明の者の割合であり,
病状把握期間が 6カ月間に病状に関する情報が一度
もなしの者の割合である。
　29は年末現在活動性全結核患者のうち生活保護を
受けている者の割合である。

　人口規模の小さい保健所では，結核管理図指標値
が年によって大きく変動することがある。特に人口
15万人以下の保健所は注意し，指標値から疫学的な
傾向をみる場合には少なくとも3年分を比較し検討
する必要がある。

＊　＊　＊

　保健所別の結核管理図は結核予防会結核研究所で
作成し自治体にお送りしております。都道府県・政
令指定都市の結核担当者にお尋ねください。

■治　　療

■情報管理，その他

公益財団法人結核予防会結核研究所

〒204－8533

東京都清瀬市松山3－1 －24

TEL 042－493－5711（代表）

メールアドレス　tbsur＠jata. or. jp
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福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課
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